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(注) １．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用している。 

３．平成20年３月期において、平成19年４月１日付で子会社の興国鋼線索株式会社(現 ジェイ-ワイテックス株

式会社)が株式会社メタックスと関東鋼線株式会社を吸収合併した。 

４．平成21年３月期、平成22年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな

いため、記載していない。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 23,581,843 25,139,107 34,346,309 33,824,829 28,132,850

経常利益 (千円) 3,001,556 2,290,822 2,802,551 2,608,762 632,683

当期純利益 (千円) 1,810,876 1,201,532 1,687,853 504,515 72,365

純資産額 (千円) 40,524,481 42,482,934 43,085,365 40,707,568 42,010,710

総資産額 (千円) 58,751,169 61,347,289 68,071,000 63,700,720 63,435,841

１株当たり純資産額 (円) 815.90 836.71 799.06 761.90 801.95

１株当たり当期純利益 (円) 37.14 23.74 33.21 10.01 1.45

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 32.55 22.65 32.41 ─ ─

自己資本比率 (％) 69.0 69.2 59.4 59.8 62.5

自己資本利益率 (％) 4.7 2.9 4.1 1.3 0.2

株価収益率 (倍) 16.5 21.4 11.2 25.4 175.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 929,276 2,661,553 3,872,333 2,845,507 4,325,864

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,042,155 △1,049,385 171,826 △4,842,416 △944,422

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △4,841,028 △203,056 △ 1,664,864 △196,281 △1,735,607

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,695,474 3,104,586 5,918,880 3,725,690 5,371,525

従業員数 (人) 480 452 746 701 700
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(注) １．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用している。 

３．平成19年３月期の１株当たり配当額には、創立55周年記念配当１円を含んでいる。 

４．平成21年３月期、平成22年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな

いため、記載していない。 

  

(2) 提出会社の経営指標等

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 18,091,215 19,800,724 18,536,490 18,703,873 15,077,837

経常利益 (千円) 2,486,135 2,084,565 2,299,838 2,333,504 972,308

当期純利益 (千円) 1,370,055 1,273,600 828,139 400,114 303,130

資本金 (千円) 10,410,568 10,700,068 10,720,068 10,720,068 10,720,068

発行済株式総数 (株) 50,957,655 51,961,582 52,055,478 51,755,478 51,755,478

純資産額 (千円) 37,339,929 39,444,322 36,915,847 34,563,044 35,933,948

総資産額 (千円) 52,431,187 54,322,789 49,537,927 45,547,191 46,492,216

１株当たり純資産額 (円) 751.72 776.87 729.07 691.26 726.62

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
7.00

(3.00)
8.00

(3.00)
8.00

(3.00)
6.00 

(3.00)
6.00

(3.00)

１株当たり当期純利益 (円) 27.89 25.16 16.29 7.94 6.08

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 24.47 24.0 15.90 ─ ─

自己資本比率 (％) 71.3 72.6 74.5 75.9 77.3

自己資本利益率 (％) 3.9 3.3 2.2 1.1 0.9

株価収益率 (倍) 22.0 20.2 22.8 32.0 41.9

配当性向 (％) 25.1 31.8 49.1 75.6 98.7

従業員数 (人) 260 234 250 231 224
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２ 【沿革】

年月 概要

明治41年７月 田中亜鉛鍍金工場として発足

大正７年３月 田中亜鉛鍍金工場より資本金25万円にて日本亜鉛鍍株式会社を創立

昭和４年４月 針金、有刺鉄線、丸釘の製造を開始

昭和10年５月 日本亜鉛鍍株式会社より日本亜鉛鍍鋼業株式会社に商号変更

昭和14年９月 日本亜鉛鍍鋼業株式会社より日亜製鋼株式会社に商号変更

昭和27年６月 日亜製鋼株式会社より分離独立、日亜鋼業株式会社として資本金5,000万円にて設立

昭和35年６月 東京営業所開設

昭和36年４月 日亜加工鋼業株式会社を吸収合併し、大阪工場とする

昭和36年10月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場

昭和37年５月 硬鋼線工場竣工(兵庫県尼崎市道意町)

昭和39年６月 着色鉄板工場竣工(兵庫県尼崎市道意町)

昭和43年４月 日亜工運株式会社を資本金300万円にて設立(昭和50年10月、1,000万円に増資)

昭和45年６月 鋲螺工場竣工(兵庫県尼崎市道意町)

昭和48年12月 北海道営業所及び九州営業所開設

昭和51年２月 日亜企業株式会社を資本金300万円にて設立(平成６年７月、1,000万円に増資)

昭和53年９月 東北営業所開設

昭和54年４月 東北日亜鋼業株式会社を資本金1,000万円にて設立

昭和54年４月 名古屋営業所開設

昭和55年３月 広島営業所開設

昭和61年２月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

昭和62年７月 本社新社屋竣工(兵庫県尼崎市道意町)

昭和62年９月 東京、大阪両証券取引所市場第一部に指定

昭和62年12月 東京営業所を支店に昇格

平成３年５月 室蘭工場竣工(北海道室蘭市仲町)

平成３年７月 北陸営業所開設

平成７年４月 茨城工場竣工(茨城県北茨城市)

平成10年４月

平成10年５月

東北日亜鋼業株式会社より太陽メッキ株式会社に商号変更(平成11年５月、5,000万円に増資)

太陽メッキ株式会社が昭和メッキ株式会社を買収したことにより、亜鉛（着色）鉄板の製造を移管

平成11年12月 北陸営業所閉所し、新潟営業所を開設

平成13年３月 滋賀ボルト株式会社(資本金２億円)の株式を取得し、当社の連結子会社とする

平成13年７月 沖縄営業所開設

平成13年10月 日亜機電株式会社を資本金3,000万円にて設立

平成13年11月 興国鋼線索株式会社(資本金４億5,000万円)の株式を取得し、当社の連結子会社とする

平成17年２月 沖縄営業所閉所

平成17年４月 中国駐在事務所(北京市)開設

平成17年10月 

平成19年４月 

  

平成19年４月 

平成20年５月 

平成20年７月

本社鋲螺部門を茨城工場に移転 

興国鋼線索株式会社は住友電気工業株式会社の子会社関東鋼線株式会社及び株式会社メタックスと

吸収合併し、ジェイ-ワイテックス株式会社に社名変更 

新潟営業所を閉所し、新潟駐在所を開設 

日亜工運株式会社より日亜物産株式会社に商号変更 

新潟駐在所を新潟営業所に昇格

平成21年９月 大阪証券取引所市場第一部を上場廃止
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当社の企業集団は、当社、子会社９社、関連会社１社及びその他の関係会社１社により構成され、鉄鋼
二次製品の製造・販売を主な業務としている。 
これらの主要な事業内容及び当社グループにおける位置づけは次のとおりである。 

  
子会社(連結子会社) 

   

 
子会社(非連結子会社) 

   

   

   

 
  
関連会社（持分法非適用関連会社） 

 
その他の関係会社 

 
  

 

  

３ 【事業の内容】

ジェイ-ワイテックス 
株式会社

同社はワイヤロープ、撚線、鋼線等の製造販売を行っている。 
また、当社は同社との間でめっき製品等の販売及び購入を行っている。

滋賀ボルト株式会社 同社は鋲螺製品の製造販売を行っている。 
なお、当社は同社との間で鋲螺製品の販売及び購入を行っている。

日亜企業株式会社 保険代理業及び当社製品の出荷業務の一部を行っており、また、フェンス等
の販売を行っている。 
当社は同社との間でフェンス部品等の購入を行っている。

日亜機電株式会社 当社の電気設備、動力設備及び機械設備等の保守管理を行っている。 
また、当社は同社との間で消耗工具の購入を行っている。

日亜物産株式会社 青果物の生産及び販売事業を行っている。

太陽メッキ株式会社 当社製品の生産を行っている。 
また、器物のめっき加工を行っている。

南海サービス株式会社 ジェイ-ワイテックス株式会社の子会社であり、自動車向け樹脂部品の切断
加工などを行っている。当社は同社との取引は行っていない。

株式会社 
エムアールケー

ジェイ-ワイテックス株式会社の子会社であり、機械設備などの保守管理を
行っている。当社は同社との取引は行っていない。

烟台三澤金属製品 
有限公司

ジェイ-ワイテックス株式会社の子会社であり、電力向け巻付グリップなど
の製造を行っている。当社は同社との取引は行っていない。

姫松運送株式会社 ジェイ-ワイテックス株式会社の関連会社であり、運送・出荷業務などを行
っている。当社は同社との取引は行っていない。

新日本製鐵株式会社 当社が原材料を商社を通じて購入しており、また亜鉛アルミ合金めっき鉄線
を販売している。
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(注) １．ジェイ-ワイテックス㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割

合が10％を超えている。 

  主要な損益情報等 

 
２．特定子会社に該当する子会社である。 

３．有価証券報告書を提出している。 

  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な
事業の内容

議決権の所有
又は被所有 
割合(％)

関係内容 摘要

(連結子会社)

ジェイ-ワイテックス㈱ 大阪府貝塚市 450,000
硬鋼線材製品等
製造・販売

55

当社硬鋼線材製品等の
製造・販売
役員の兼任あり
資金貸付あり

(注)１

滋賀ボルト㈱ 滋賀県甲賀市 200,000
鋲螺製品製造・
販売

100
当社鋲螺製品の製造・
販売 
役員の兼任あり

(注)２

(その他の関係会社)

新日本製鐵㈱ 東京都千代田区 419,524,979
鉄鋼・非鉄金属
等の製造・販売

被所有割合
23.9

当社製品の販売 
役員の兼任あり

(注)３

①売上高 13,421,378千円 ②経常損失 345,376千円 ③当期純損失 396,042千円

④純資産額 5,292,741千円 ⑤総資産額 16,726,671千円
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                            平成22年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は、当連結会社から当連結会社外への出向者を除き、当連結会社外から当連結会社への出向者を含む就

業人員である。 

  

平成22年３月31日現在 

 
(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

提出会社の労働組合は、基幹労連日亜鋼業労働組合と称し、提出会社の本社に同組合本部が置かれ、

平成22年３月31日現在における組合員数は262人で、上部団体の日本基幹産業労働組合連合会に加盟

し、労使関係において特記すべき事項はない。 

なお、連結子会社においても労使関係において特記すべき事項はない。 

  

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

取扱製品部門別 従業員数(人)

普通線材製品 45

硬鋼線材製品 36

特殊加工品製品 219

特品製品 8

鋲螺製品 50

建材製品 6

鋼索製品 36

全社共通 300

合計 700

(2) 提出会社の状況

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

224 37.5 13.7 4,360

(3) 労働組合の状況
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当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な景気低迷が続く中、輸出の回復と政府の経済対策の
効果により一部に景気の持ち直しの動きが見られたものの、設備投資及び個人消費が低調に推移するな
ど、景気の先行きは依然として不透明な状況となった。  
 鉄鋼二次製品業界においても、自動車分野にやや明るさが見えてきたものの、公共投資の低迷及び土
木・建設業の不振等、経営環境は依然として厳しい状況となった。  
 このような状況の中、当社グループは第二次中期経営計画の２年目として、計画達成に向けて積極的
な営業活動を展開したものの、需要低迷による販売数量の減少及び価格の低下により、当連結会計年度
の売上高は28,132百万円となり前年同期に比べ5,691百万円（△16.8％）の減収となった。  
 収益面においては、グループ全体での合理化施策を実施し、コスト削減に努めたものの、販売価格の
低下及び在庫調整による減産の影響もあり、営業利益は187百万円と前年同期に比べ1,976百万円（△
91.3％）の減益、経常利益は632百万円と前年同期に比べ1,976百万円（△75.7％）の減益となった。当
期純利益は投資有価証券評価損などの特別損失を計上したことにより72百万円となり前年同期に比べ
432百万円（△85.7％）の減益となった。 

  

取扱製品部門別の状況は次のとおりである。 
 なお、当連結会計年度より特品製品部門の重要性が増したため、特殊加工品製品部門から独立掲記し
ている。また、亜鉛・着色鉄板製品部門の重要性が乏しくなったため、その他部門に含めている。前年
同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

  

普通線材製品部門 

当部門は、亜鉛めっき鉄線を主力としており、主な用途としては公共土木の落石防止網及びじゃかご
を始めとし、外溝メッシュフェンスへの依存度が高くなっているが、公共事業及び民間事業の減退によ
り、当部門の売上高は3,963百万円と前年同期に比べ1,052百万円（△21.0％）の減収となった。 

  

硬鋼線材製品部門 

当部門は、自動車産業向けの硬鋼線、ピアノ線を主力としている。自動車向けは期の半ばより持ち直
してきたものの前半において需要家の在庫調整の影響で受注が減少傾向となり、特に二輪車向けの販売
量が大幅に減少したことにより、当部門の売上高は2,722百万円と前年同期に比べ342百万円（△
11.2％）の減収となった。 

  

特殊加工品部門 

当部門は、極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線・鋼線、ニューサンカ
ラーワイヤー、鋼より線、鋼平線、合金めっき鉄平線、巻付グリップなどを主力としており、主な用途
は公共土木をはじめ建設、自動車関連と多岐にわたって使用されている。  
期の半ばより自動車向けが持ち直し、また、中国向け輸出が増加したものの、期の前半において需要家
の在庫調整等により受注が減少し、当部門の売上高は13,451百万円と前年同期に比べ522百万円（△
3.7％）の減収となった。 

  

特品製品部門 

当部門は、鹿、猪等の侵入防止を目的としたフェンスを主力としている。昨年度より政府の鳥獣害対
策として施行された鳥獣害特別措置法の効果もあり、当部門の売上高は1,562百万円と前年同期に比べ
390百万円（33.4％）の増収となった。 

  

鋲螺部門 

当部門は、トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及びＧＮボルト（溶融亜鉛メッキ六角高力ボル
ト）を主力としており、主な需要先は建設・土木業界である。建設業の不振により需要が減少し、販売
価格も下落したことにより、当部門の売上高は3,232百万円と前年同期に比べ2,700百万円（△45.5％）
の大幅な減収となった。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績
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建材部門 

当部門は、土木・建材向けに当社の亜鉛アルミ合金めっき鉄線・鋼線、極厚亜鉛めっき鉄線などの高
耐蝕線材製品に加工を施した製品及び丁番を主力としている。河川・港湾土木工事用コンクリート二次
製品向けへの提案営業を積極的に進めたものの、公共工事の削減により、当部門の売上高は563百万円
と前年同期に比べ68百万円（△10.8％）の減収となった。 

  

鋼索製品部門 

当部門は、ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープを主力としており、建設、土木、港湾、造船等多
岐にわたり使用されている。公共事業の削減及び建設業の不振により大幅に需要が減少し、また、販売
価格も低下傾向となったことにより当部門の売上高は2,154百万円と前年同期に比べ1,025百万円（△
32.2％）の大幅な減収となった。 

  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、5,371百万円となり、前
連結会計年度末に比べ1,645百万円（44.2％）の増加となった。なお、当連結会計年度における各キャ
ッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりである。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、4,325百万円となり、前年同期に比べ1,480百万円（52.0％）の増加
となった。これは主に、仕入債務の増加額の増加、たな卸資産の減少額の増加などが売上債権の減少額
の減少、投資有価証券評価損の計上額の減少などを上回ったことによるものである。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、944百万円となり、前年同期に比べ3,897百万円（△80.5％）の減少
となった。これは主に、投資有価証券の取得による支出の減少、投資有価証券の売却による収入の増加
などが定期預金の預入による支出の増加、定期預金の払戻による収入の減少などを上回ったことによる
ものである。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、1,735百万円となり、前年同期に比べ1,539百万円（784.2％）の増
加となった。これは主に、長期借入金による収入の減少、短期借入金による収入の減少などが新株予約
権付社債の償還による支出の減少、配当金の支払額の減少などを上回ったことによるものである。 

  

(2) キャッシュ・フロー
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当連結会計年度における生産実績を取扱製品部門別に示すと、次のとおりである。 
  

 
(注) １．取扱製品部門間取引については、相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．当連結会計年度より特品製品部門の重要性が増したため、特殊加工品製品部門から独立掲記している。ま

た、亜鉛・着色鉄板製品部門の重要性が乏しくなったため、その他部門に含めている。 

  なお、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

  

当社グループは原則として需要状況を勘案した見込生産を行っている。 

  

当連結会計年度における販売実績を取扱製品部門別に示すと、次のとおりである。 
  

 
(注) １．取扱製品部門間取引については、相殺消去している。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

 
３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

４．当連結会計年度より特品製品部門重要性が増したため、特殊加工品製品部門から独立掲記している。また、

亜鉛・着色鉄板製品部門の重要性が乏しくなったため、その他部門に含めている。 

  なお、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

取扱製品部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

普通線材製品 3,476,725 △3.3

硬鋼線材製品 2,330,494 △12.0

特殊加工品製品 10,927,780 △9.0

特品製品 312,180 42.1

鋲螺製品 2,535,622 △33.9

建材製品 67,150 △30.6

鋼索製品 1,736,358 △21.9

その他 180,449 △29.8

合計 21,566,762 △13.3

(2) 受注実績

(3) 販売実績

取扱製品部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

普通線材製品 3,963,800 △21.0

硬鋼線材製品 2,722,496 △11.2

特殊加工品製品 13,451,389 △3.7

特品製品 1,562,765 33.4

鋲螺製品 3,232,016 △45.5

建材製品 563,884 △10.8

鋼索製品 2,154,407 △32.2

その他 341,931 △52.2

賃貸事業 140,159 1.7

合計 28,132,850 △16.8

相手先

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱メタルワン 2,078,329 6.1 1,830,608 6.5
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今後の見通しとしては、景気は一部に回復の兆しが見られるものの、先行きに対する不透明感は強

く、厳しい経営環境が続くものと予想される。  

 当社グループは、収益重視の経営方針を基本とする中、この厳しい経営環境を乗り切るために、新規

需要開拓及び新製品、新技術の開発並びに人材の確保と育成を図り、グループ全体としての収益向上に

努めていく所存である。  

 また、管理体制面においては、経営の透明性を確保するために、内部統制の充実及びコンプライアン

スの一層の強化を図るとともに環境保全活動においても、常に地域社会並びに地球レベルでの環境保全

を考慮し、継続的な改善活動に積極的に取組み、企業の社会的な責任を果たしたいと考えている。 

  

当社グループの経営成績、株価及び財務状況に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなもの

がある。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断し

たものである。 

  

(1) 規格の変更等について 

規格の変更、新方式・新素材の採用等により販売環境が大きく変わり、当社グループの生産、販売活

動に支障が生じる可能性がある。 

  

(2) 原材料等の市場動向について 

当社グループの事業に用いる原材料等の価格は、国際市況に連動していることから、原材料等の国際

市況、外国為替相場、その他の各種市場動向が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3) 株式・債券市場等の動向について 

当社グループは、投資有価証券を運用していることから、マーケットの動向によっては、当社グルー

プの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

  

当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

当社グループを取り巻く市場環境は製品の競争激化の一途を辿り、製品開発、改良の必要性及びコスト

ダウンの要請は益々増大している。 

これらに応え、市場の確保と開拓を進めるために技術開発課を設置して幅広く研究開発活動を行ってい

る。 

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、60百万円である。 

  

３ 【対処すべき課題】

４ 【事業等のリスク】

５ 【経営上の重要な契約等】

６ 【研究開発活動】
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(1) 財政状態の分析 

流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は26,115百万円で、前連結会計年度末に比べ1,301百万

円の増加となった。増加の主なものは、現金及び預金が2,645百万円増加の6,473百万円となった。一

方、減少の主なものは、受取手形及び売掛金が414百万円減少の9,339百万円、原材料及び貯蔵品が

639百万円減少の1,856百万円となった。 

  

固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は37,320百万円で、前連結会計年度末に比べ1,566百万

円の減少となった。減少の主なものは、建物及び構築物が331百万円減少の5,902百万円、機械装置及

び運搬具が873百万円減少の3,371百万円、のれんが210百万円減少の421百万円、繰延税金資産が106

百万円減少の692百万円となった。 

  

流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は10,449百万円で、前連結会計年度末に比べ283百万円

の増加となった。増加の主なものは、支払手形及び買掛金が863百万円増加の5,497百万円となった。

  

固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は10,975百万円で、前連結会計年度末に比べ1,851百万

円の減少となった。減少の主なものは、長期借入金が1,248百万円減少の7,726百万円となった。 

  

純資産 

当連結会計年度末における純資産の残高は42,010百万円で、前連結会計年度に比べ1,303百万円の

増加となった。増加の主なものは、その他有価証券評価差額金が1,272百万円増加の△305百万円とな

った。 

  

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、5,371百万円となり、

前連結会計年度末に比べ1,645百万円（44.2％）の増加となった。なお、当連結会計年度における各

キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりである。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、4,325百万円となり、前年同期に比べ1,480百万円（52.0％）の増加

となった。これは主に、仕入債務の増加額の増加、たな卸資産の減少額の増加などが売上債権の減少額

の減少、投資有価証券評価損の計上額の減少などを上回ったことによるものである。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

-11-



(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、944百万円となり、前年同期に比べ3,897百万円（△80.5％）の減少

となった。これは主に、投資有価証券の取得による支出の減少、投資有価証券の売却による収入の増加

などが定期預金の預入による支出の増加、定期預金の払戻による収入の減少などを上回ったことによる

ものである。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、1,735百万円となり、前年同期に比べ1,539百万円（784.2％）の増

加となった。これは主に、長期借入金による収入の減少、短期借入金による収入の減少などが新株予約

権付社債の償還による支出の減少、配当金の支払額の減少などを上回ったことによるものである。 

  

(3) 経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は28,132百万円（前年同期比△16.8％）、営業利益は187百万円（前

年同期比△91.3％）、経常利益は632百万円（前年同期比△75.7％）、当期純利益は72百万円（前年同

期比△85.7％）となった。 

売上高は、全社を挙げて計画達成に向けて積極的な営業活動を展開したものの、需要低迷による販売

数量の減少及び価格の低下により、減収となった。  

売上原価について、諸経費削減など、グループ全体での合理化施策の推進を行ったものの、販売価格

の低下及び在庫調整による減産の影響もあり、売上原価率は4.4％悪化し、85.7％となった。 

販売費及び一般管理費は、前年同期に比べ329百万円減少の3,827百万円となった。主な減少要因は販

売数量減少により発送運賃が減少したことによるものである。 

営業外収益は、16百万円減少の610百万円となった。 

営業外費用は、16百万円減少の165百万円となった。 

特別利益は、前年同期に計上されていた退職給付引当金戻入額の計上が無くなったことにより、前年

同期に比べ112百万円減少の29百万円となった。 

特別損失は、減損処理による投資有価証券評価損の減少により、1,379百万円減少の521百万円となっ

た。 

以上の結果、税金等調整前当期純利益は、前年同期に比べ709百万円減少の140百万円となった。ま

た、税効果による法人税等調整額を含む税金費用は、前年同期に比べ112百万円減少し、少数株主損失

は164百万円増加した結果、当期純利益は、前年同期に比べ432百万円減少の72百万円となった。 

なお、部門別売上概況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績」に記載している。 
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当社グループでは、経営基盤強化に対処するため、545百万円の設備投資を実施した。 

主な投資には、提出会社における本社第二工場伸線建屋改修24百万円、本社第二倉庫除湿倉庫新設23百

万円、茨城工場北側土間改修27百万円、及びジェイ-ワイテックス株式会社における販売管理システム132

百万円、伸線設備改造工事40百万円、めっき設備改造工事30百万円がある。  

  

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

平成22年３月31日現在 

 
  

第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

事業所名 
(所在地)

取扱製品部門別 設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

本社 
(兵庫県尼崎市)

全社共通 事務所 177,959 ─
1,765

(1,617.00)
4,414 184,140 47

本社第一工場 
(兵庫県尼崎市) 
本社第二工場 
(兵庫県尼崎市)

普通線材製品 
硬鋼線材製品

普通線材製品
硬鋼線材製品 
生産設備 
その他付帯設備

2,268,520 1,018,890
589,635

(67,453.20)
[13,076.29]

23,989 3,901,035 115

茨城工場 
(茨城県北茨城市)

普通線材製品 
鋲螺製品

普通線材製品
鋲螺製品 
生産設備 
その他付帯設備

646,798 333,368
862,135

(37,484.16)
24,987 1,867,289 23

室蘭工場 
(北海道室蘭市)

鋲螺製品
鋲螺製品 
生産設備

42,787 40,361
―

[6,232.75]
1,670 84,819 10

大阪工場 
(大阪市東成区)

普通線材製品 
鋲螺製品

製品倉庫 14,760 2,213
71,196

(3,778.59)
[2,911.46]

91 88,262 ─

その他

全社共通
社宅等の厚生施
設

381,440 169
4,708

(1,457.83)
7,255 393,573 ─

その他 賃貸用不動産他 903,358 ─
1,332,848

(5,275.29)
8,670 2,244,876 29
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平成22年３月31日現在 

 
(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びリース資産であり、建設仮勘定は含んでいない。なお、金

額には消費税等を含めていない。 

２．提出会社の大阪工場には布施工場(大阪府東大阪市)を含む。 

３．提出会社の[外書]は、連結会社以外からの賃借設備であり、主なものは工場用地で年間賃借料は51,917千円

である。 

４．提出会社のリース契約による主な賃借設備は次のとおりである。 

 
  

  

 
(注) １．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

２．前連結会計年度末において計画していた本社第一工場のカラー製品生産設備は、計画の見直しにより延期と

なっており、提出日現在の上記計画に含んでいる。 

  

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はない。 

  

(2) 国内子会社

会社名
事業所名 
(所在地)

取扱製品 
部門別

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

ジェイ－ワイテ
ックス㈱

本社事業所(堤地区)
(大阪府貝塚市)

鋼索製品等
鋼索製品等生

産設備
710,067 731,867

954,554 
(54,324.69)

16,089 2,412,579 214

本社事業所(堀地区)
(大阪府貝塚市)

硬鋼線材製品等
硬鋼線材製品
等生産設備

341,166 626,672
1,260,931 

(24,391.04)
15,398 2,244,170 63

関東事業所 
(栃木県宇都宮市)

特殊加工品製品等
特殊加工品製
品等生産設備

242,769 394,612
1,141,185 

(28,738.11)
11,588 1,790,154 99

滋賀ボルト㈱
本社工場 
(滋賀県甲賀市)

鋲螺製品
鋲螺製品生産

設備
149,259 222,035

496,684 
(48,925.73)

5,417 873,396 35

名称 数量 リース期間
年間リース料

(千円)
リース契約残高

(千円)
備考

コンピューター 一式 ６年 540 135
所有権移転外ファイナン
ス・リース

機械 １台 ６年 858 2,575
所有権移転外ファイナン
ス・リース

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名 
(所在地)

取扱製品 
部門別

設備の
内容

投資予定金額(千円)
資金調達
方法

着手 
年月

完了 
予定年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社
本社第一工場 
本社第二工場 

（兵庫県尼崎市）

普通線材製品 
硬鋼線材製品 
特殊加工品製品

普通線材製品 
硬鋼線材製品 

特殊加工品製品
生産設備

512,200 0 自己資金
平成22年 

4月
平成23年 

3月
更新設備の為
増加なし

(2) 重要な設備の除却等

-14-



  

 
  

  

 
（注）大阪証券取引所については、平成21年８月３日に上場廃止の申請を行い、同年９月18日に上場廃止となった。 

  

該当事項なし。 

  
  

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はな

い。   

  

該当事項なし。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 117,243,000

計 117,243,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,755,478 51,755,478
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株である。

計 51,755,478 51,755,478 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】
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(注) １．新株予約権(旧商法に基づき発行された転換社債を含む。)の行使による増加 

２．新株予約権(旧商法に基づき発行された転換社債を含む。)の行使による増加 1,303,927株 

  会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却による減少 300,000株 

３．会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却による減少 

  

平成22年３月31日現在 

 
(注) １．自己株式2,301,831株は、「個人その他」欄に2,301単元及び「単元未満株式の状況」欄に831株含めて記載

している。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ１単元

及び300株含まれている。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金
増減額 
(千円)

資本金
残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
(注)１

3,914,211 50,597,655 856,000 10,410,568 856,000 10,578,532

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 
(注)２

1,003,927 51,961,582 289,500 10,700,068 289,500 10,868,032

平成19年４月１日～ 
平成20年３月31日 
(注)１

93,896 52,055,478 20,000 10,720,068 20,000 10,888,032

平成20年４月１日～ 
平成21年３月31日 
(注)３

△300,000 51,755,478 ― 10,720,068 ― 10,888,032

(6) 【所有者別状況】

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 34 28 116 67 ― 2,302 2,547 ―

所有株式数 
(単元)

― 13,509 606 22,581 3,165 ― 11,379 51,240 515,478

所有株式数 
の割合(％)

― 26.4 1.2 44.1 6.2 ― 22.2 100.0 ―

-16-



  平成22年３月31日現在 

 
(注) １．自己株式を2,301千株（所有株式数の割合4.45％）保有しており、上記の大株主から除外している。 

 ２．株式会社池田銀行は、平成22年５月１日に株式会社泉州銀行と合併し、株式会社池田泉州銀行に商号変更 

 している。 

   ３．大株主は、平成22年３月31日現在の株主名簿に基づくものである。 

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから平成22年３月１日付で関東財務局長に提出された変更報告

書により、平成22年２月22日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けているが、当社として当事

業年度末における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況では考慮していない。 

変更報告書の内容は以下のとおりである。 

 
野村アセットマネジメント株式会社から平成22年１月６日付で関東財務局長に提出された変更報告書によ

り、平成21年12月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度

末における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況では考慮していない。 

変更報告書の内容は以下のとおりである。 

 
  

(7) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 11,674 22.56

日亜興産株式会社 大阪府大阪市中央区東心斎橋２－１－３ 3,575 6.91

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,055 3.97

株式会社池田銀行 大阪府池田市城南２－１－11 2,040 3.94

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 1,586 3.06

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,481 2.86

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町２－２－２ 1,435 2.77

株式会社メタルワン 東京都港区芝３－23－１ 1,371 2.65

日亜鋼業取引先持株会 兵庫県尼崎市中浜町19 1,039 2.01

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,006 1.94

計 ― 27,265 52.68

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,055 3.97

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 438 0.85

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 68 0.13

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都中央区日本橋１－12－１ 3,513 6.79
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平成22年３月31日現在 

 
(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含ま

れている。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式300株及び当社所有の自己株式が831株含

まれている。 

  

平成22年３月31日現在 

 
  

該当事項なし。 

  

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,301,000 ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 48,939,000 48,939 ―

単元未満株式  
普通株式 515,478 ― ―

発行済株式総数 51,755,478 ― ―

総株主の議決権 ― 48,939 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日亜鋼業㈱

尼崎市中浜町19番地 2,301,000 ― 2,301,000 4.45

計 ― 2,301,000 ― 2,301,000 4.45

(9) 【ストックオプション制度の内容】
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該当事項なし。 

  

  

 
（注）平成21年１月29日開催の取締役会で取得する自己株式の総数を500,000株（上限）から1,000,000株（上限）へ

変更する決議を行った。 

  

 
（注）平成22年３月４日開催の取締役会で取得する自己株式の総数を500,000株（上限）から700,000株（上限）へ変

更する決議を行った。 

  

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれていない。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】
会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当

する普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年６月26日)での決議状況 
(取得期間 平成20年６月27日～平成21年６月19日)

1,000,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 602,000 150,354,000

当事業年度における取得自己株式 41,000 11,874,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 357,000 137,772,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 35.7 45.9

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 35.7 45.9

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成21年６月26日)での決議状況 
(取得期間 平成21年６月29日～平成22年６月18日)

700,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 493,000 122,502,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 207,000 77,498,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 29.6 38.7

当期間における取得自己株式 187,000 44,042,000

提出日現在の未行使割合(％) 2.9 16.7

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 13,117 3,661,068

当期間における取得自己株式 836 218,746
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(注) １．当事業年度の内訳は、単元未満株式の買増請求による買増(株式数690株、処分価額の総額178,710円)であ

る。 

   ２．当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 (注)１ 690 178,710 ― ―

保有自己株式数 2,301,831 ― 2,489,667 ―
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当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、中長期的な視野に立

った事業展開を推進することにより、グループ全体での企業価値向上に努めていく。配当については、経

営基盤を強化するための内部留保の充実を図りつつ、業績の状況も勘案しながら安定的な配当を継続して

いきたいと考えている。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であ

る。 

当事業年度は、中間配当において１株につき３円の普通配当を実施したが、期末配当については、１株

につき３円(１株当たり年間配当金６円)とすることを決定した。この結果、当事業年度の配当性向は

98.7％となった。 

内部留保については、今後の事業展開のための設備投資等の経営基盤強化のための投資に備えたいと考

えており、将来的には企業収益の向上を通して、株主の皆様に還元できるものと確信している。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨

を定款に定めている。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。 

  

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日
配当額の総額
(百万円)

１株当たり配当額 
(円)

平成21年11月９日 
取締役会決議

149 3

平成22年６月29日 
定時株主総会決議

148 3

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 650 638 574 430 360

最低(円) 483 387 288 200 205

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 341 289 269 273 240 259

最低(円) 271 241 243 240 205 208

-21-



  

５ 【役員の状況】

役名及び職名
氏名

(生年月日) 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長
竹 内 俊 一 

(昭和15年８月１日生)

昭和34年６月 当社入社

(注)３ 121

昭和59年11月 当社経理部長
平成元年６月 当社取締役経理部長
平成３年12月 当社取締役総務部、経理部担当

兼経理部長
平成７年６月 当社常務取締役管理本部長
平成14年４月 当社代表取締役専務取締役 

管理本部長
平成16年４月 当社代表取締役社長
平成22年６月 当社取締役会長（現在）

代表取締役社長
川 村 伊知良 

(昭和23年５月24日生)

昭和46年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)３ 18

昭和61年７月 同社八幡製鐵所生産業務部戸畑
製品調整室長

平成５年６月 同社本社電磁鋼板販売部電磁鋼
板室長

平成７年６月 同社新潟支店長
平成13年６月 同社退社
平成13年６月 日鐵溶接工業㈱(現日鐵住金溶

接工業㈱)取締役
平成15年６月 同社常務取締役
平成20年６月 同社退社
平成20年６月 当社専務取締役
平成22年６月 当社代表取締役社長（現在）

常務取締役 
(製造本部長兼設備部長)

八 塚   隆 
(昭和26年７月12日生)

昭和53年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)３ 24

平成２年７月 同社室蘭製鐵所圧延部線材工場
長

平成13年４月 同社棒線事業部室蘭製鐵所製品
技術部部長

平成17年４月 当社顧問
平成17年６月 新日本製鐵㈱退社
平成17年６月 当社常務取締役製造本部副本部

長
平成17年10月 当社常務取締役製造本部副本部

長兼設備部長
平成18年４月 当社常務取締役製造本部長兼設

備部長(現在)

常務取締役 
(経営企画室長 

兼製造本部生産業務部長)

古 賀 英 介 
(昭和23年１月１日生)

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 25

平成３年１月 当社東北営業所長
平成６年４月 当社総務部長
平成10年４月 当社東京支店長
平成13年３月 滋賀ボルト㈱代表取締役社長
平成16年３月 当社営業本部長
平成16年６月 当社取締役営業本部長
平成18年９月 当社取締役経営企画室長兼製造

本部生産業務部長
平成21年６月 当社常務取締役経営企画室長兼

製造本部生産業務部長（現在）

取締役 
(管理本部長兼経理部長)

下 徳 弘 幸 
(昭和26年12月18日生)

昭和45年３月 当社入社

(注)３ 26

平成８年４月 当社経理部長兼システム部長
平成16年４月 当社管理本部副本部長兼経理部

長
平成17年３月 当社管理本部長
平成17年６月 当社取締役管理本部長
平成20年10月 当社取締役管理本部長兼経理部

長(現在)

取締役 
(営業本部長)

寺 川 斉 貴 
(昭和37年５月７日生)

昭和60年４月 神戸信用金庫入庫

(注)３ 23

平成３年９月 同信用金庫退庫
平成３年10月 当社入社
平成10年４月 当社名古屋営業所長
平成12年７月 当社経理部長
平成14年12月 当社線材製品・板販売部長
平成20年１月 当社営業本部長
平成20年６月 当社取締役営業本部長(現在)
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(注) １．監査役長谷次雄、佐伯康光及び古市德は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２．監査役古市德は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ている。 

３．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

役名及び職名
氏名

(生年月日)
略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 
（技術本部長兼技術企画部

長兼品質保証部長）

高 間 敏 夫 
(昭和39年２月５日生)

平成元年４月 当社入社

(注)３ 12

平成14年４月 当社研究開発部長
平成17年７月 当社経理部部長
平成18年10月 当社技術企画部長
平成21年６月 当社取締役技術本部長兼技術企

画部長兼品質保証部長(現在)

常勤監査役
細 川 日出夫 

(昭和19年３月13日生)

昭和41年４月 新山口いすゞモーター㈱(現い
すゞ自動車中国㈱)入社

(注)４ 4

昭和45年４月 同社退社
昭和45年５月 興国鋼線索㈱(現ジェイ-ワイテ

ックス㈱)入社
平成９年10月 同社総務部長
平成16年３月 同社退社
平成16年３月 当社入社
平成20年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役
長 谷 次 雄 

(昭和６年８月２日生)

昭和38年２月 公認会計士登録

(注)４ ―

昭和60年７月 監査法人朝日新和会計社(現 あ
ずさ監査法人)代表社員

平成５年５月 同法人専務理事
平成９年５月 朝日監査法人(現 あずさ監査法

人)副理事長
平成11年６月 同法人退社
平成13年６月 ㈱ユー・エス・ジェイ常勤監査

役(現在)
平成14年６月 当社監査役(現在)

監査役
佐 伯 康 光

(昭和30年５月８日生)

昭和54年４月 新日本製鐵㈱入社

(注)５ ―

平成４年11月 同社九州支店調整室長
平成７年６月 同社名古屋支店自動車鋼材室長
平成15年４月 同社薄板事業部自動車鋼板営業

部長
平成21年４月 同社執行役員(薄板事業部副事

業部長、棒線事業部長委嘱)(現
在)

平成21年６月 当社監査役(現在)

監査役
古 市   德 

(昭和24年２月16日生)

昭和47年４月 新日本証券㈱（現 みずほ証券
㈱）入社

(注)６ ―

平成９年５月 同社法人企画部長
平成12年４月 同社執行役員福岡支店長
平成14年５月 同社常務執行役員インベストメ

ントバンキング第一部・二部担
当

平成17年４月 同社専務執行役員大阪法人本部
長西日本ＩＢ営業部担当

平成19年５月 新光インベストメント㈱代表取
締役社長

平成20年２月 ネオステラ・キャピタル㈱代表
取締役社長

平成21年６月 新光証券ビジネスサービス㈱顧
問（現在）

平成22年６月 当社監査役(現在)

計 255
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